

















































同の利害関係（commoninterest), (2）共同経営（communityof control), 

















































































KATZ v. BREWINGTON 
1889, 71 Md. 70, 20 Atl. 139. 


























BOISE PAYETTE LUMBER CO. v. SARRET et al. 
1923, 38 Ida. 278, 221 Pac. 130. 




〔判旨〕 Wm. E. Lee判事， ……上訴人によって採りあげられたもうー
452 






たことになることは，いうまでもない（Livingston対 Roosevelt事件 4Johns 
(N. Y.) 251, 4 Am. Dec. 273; Standard Wagon Co.対 Few& Co.事





















































































RUSSELL v. WARNER et al. 
1950, 96 Cal. App. 986, 217P.(2d) 43. 





















合員は，会社事業の詐欺的売買に対して， 損害賠償の責任があると， Siebold 












































































































SIMSON et al. v. KLIPSTEIN 
1920, 262 Fed. 823. 
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所は必要な当事者たる原告の 1 人と，被告がニュージャ｛シ ~j十lの市民である
から， 裁判管轄違いであるという理由に基いて， 訴棄却の申請をしたのであ
。?































権が受託者にあるならば，その団体はトラストである。 Inre Associated trust 























WILLIAMS et al. v. INHABITANTS of MILTON 
1913, 15 Mass. L 102 N. E. 355. 






























V .Joint Stock Companies 
Joint Stock Companyは受託者または取締役に委託される事業経営に関す
る協定である。
イギリスにおいては， Joint Stock Companyは元来普通法上自由に移転し
うる株式に分たれる資本を有する組合を意味したが，議会制定法に従って登録
することにより，それに法人格と有限責任が認められ (JointStock Companie"' 























〔54〕 Joint Stock Companyは株式会社と多くの点で類似しているが，
法人格はなく，有限責任も認められず，本質は組合である。
PEOPLE ex rel. NATIONAL EXPRESS COMPANY 
v. COLEMAN et al., Tax Commissioners 
1892, 133 N. Y. 279, 31 N. E. 96. 










せず，完全に残存させるということである。 この考えは Supervisorsof Nia-





































CHICAGO GRAIN TRIMMERS ASS’N v. 
MURPHY, DIRECTOR OF LABOR 
1945, 389 Il. 102, 58 N. E. (2) 906. 














































（本号の判例は Dillavouand Howard ; Principles of Business Law, 1955 
から採択したものである〉。
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